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増加する大気中二酸化炭素濃度と都市の
脱炭素化1

　大気中の二酸化炭素濃度は上昇を続け，今
420 ppm（1）に達した（図 1）．筆者がカリフォルニ
ア大学サンディエゴ校スクリプス海洋研究所にて
Ph.D.を取得したのが 2007 年で，当時は 380 ppm
程度であったから，いかに急速に大気中の二酸
化炭素濃度が上昇（年平均 2.5 ppmの上昇）して
いるかがわかる．大気中二酸化炭素濃度の上昇
は，化石燃料の使用が最も大きな原因であり，世
界的な気温上昇とそれに伴う気候変動を引き起こ
し，将来の人間社会の持続可能性を著しく脅かす
可能性がある（2）．この人為起源の気候変動を最小
限にするには，2050 年までに世界全体でカーボ
ンニュートラルを実現する必要がある（3）．
　世界の二酸化炭素排出の 67～76％が，都市生
活に起因するものであるといわれている（4）．世界
の都市人口は現在全人口の 55％近くを占めるが，
2050 年までには都市への移住が進み，世界人口
の 70％程度まで上昇するといわれている（5）．つ
まり，都市のエネルギーを，再生可能エネルギー
など二酸化炭素排出ゼロのシステムに変えること
が，世界のカーボンニュートラル実現に欠かせな
い．また，都市における化石燃料の使用は，大気

汚染や騒音など市民の生活を脅かしてきた．化石
燃料の使用をPVやEVなどの再エネ技術に置き
換えることは，都市に住む住民生活を大幅に改善
する可能性を秘めている（6）（7）．

SolarEVシティー構想とは2

　土地の限られる日本において，屋根上太陽光発
電（PV：photovoltaics）は都市の脱炭素化に最重
要な技術の一つである．変動電源である太陽発電
を都市の脱炭素化に十分に利用するためには，都
市の屋根を最大限活用できる方法をデザインしな
ければならない．図 2に示すとおり，都市の電力
需要において，PVにより直接供給できる割合は
限られている．PV導入当初は，容量が小さいた
め発電量が電力需要を下回り，ほとんどのPV電
力を都市内で消費が可能である．しかし，PVの
導入が進むと発電量が需要を上回り始め，発電抑
制につながってしまう．これがPVの経済性を落
とし，それ以上の導入が難しくなる．これを回避
するには蓄電池が有効であるが，定置蓄電池は高
額であるため，PVシステムの経済性を悪化させ
る結果となる．われわれの試算では，蓄電池は
2030 年代までPVの経済性のプラスにはならない．
仮にプラスになっても最適蓄電容量は小さいため，
屋根上PVの普及拡大にはあまり効果がない．
　そこで大きな役割を果たすのがEVである．今
後急速な普及が予想されるEVは，大きなバッテ
リ（20～60 kWh）をもつ．日本の都市は自家用車
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SolarEVシティー構想推進への期待と課題

の稼働率が特に低いことが知られ，このEVバッ
テリを活用することで，低コストで大容量の蓄
電池の利用が可能になる．それでは，都市全体
で，屋根上PVとEVを蓄電池として活用するこ
とで，どの程度電力を都市に供給でき，二酸化
炭素排出の削減につながるのであろうか？ 私た
ちは，技術経済性分析という手法を用いて，九
つの都市部（東京都区部，川崎市，広島市，仙
台市，岡山市，新潟市，札幌市，郡山市，京都
市）の分析を行った（9）．この都市レベルでの屋根
上PVとEV（PV + EVシステム）の活用を，私た
ちは「SolarEVシティー構想」と呼ぶ．分析では，
都市の屋根面積の 70％に発電効率 20％のPVパ
ネルを設置し，自家用自動車のすべてがEV化し，
そのEVバッテリ（40 kWh）容量の半分をPVの
蓄電池として利用できると仮定した（9）．また，余
剰電力を 9円/kWhで売電することを想定してい
る（売電なしでの結果は論文を参照（9））．シナリ
オは，2018 年の屋根上PVのコストで分析（PV

のみ：緑），2030 年の屋根上PVのコストで分析
（PVのみ：赤），2030 年の屋根上PVとEVのコ
ストで分析（青：PV + EV）した結果である（図
３─７）．
　図 3は，各都市（a）～（i）の一人当たり屋根面
積と，シナリオごとの一人当たり最適PV容量を
プロットしたものである．2018 年におけるPVシ
ステムのコストはまだ高く，一人当たり最適PV
容量はどの都市も 2 kW弱である．しかし，2030
年にPVシステムのコストが下がると，最適PV
容量は増加し，都市の最大面積（70％）を活用す
るPV容量に達する．
　図 4は，図 3と同様に各都市の一人当たり屋根
面積を縦軸，そして，PVシステムによる電力自
給率を横軸に示す．2018 年は，最適PV容量が小

図１ 大気中の二酸化炭素濃度の記録（キーリングカーブ）（1）
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図２ 各月時間ごとの平均電力需要と時間ごとの年間平均の
一日の PV発電量（8）
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図３ 都市の一人当たり屋根面積と最適PV容量（9）．緑は，2018
年のコストで屋根上 PVのみを設置した場合，赤は 2030
年のコストで屋根上 PVのみを設置した場合，青は屋根上
PVと EVを蓄電池として使用した場合．（a）新潟市，（b）
岡山市，（c）郡山市，（d）仙台市，（e）広島市，（f）京都市，
（g）札幌市，（h）川崎市，（i）東京都区部
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さいため（図 3），PVシステムによる電力自給率
も 20～30％程度である．2030 年にPVのコスト
が下落すると，最適PV容量が増加し，電力自給
率も増加する．しかし，蓄電池などのエネルギー
貯蔵がない場合，増加したPV発電がほとんど余
剰電力となり，電力自給率の上昇にはあまり寄与
しない．そのため，PVのみでは，電力自給率は
どの都市も 40％程度が最大となる．しかし，PV
とEVを組み合わせることで，電力自給率は大幅
に上昇し，一人当たり屋根面積の大きい都市では，
90％以上の電力をPV + EVシステムにより供給
できる．東京都区部や川崎市のように都市化の進
んだ都市でも，60％前後の電力を供給することが
できる．つまり，PV + EVのシステムが特に大
きな役割を果たすのは，一人当たり屋根面積が大
きく自動車台数の多い地方の都市である．
　図 5は，各都市の電力消費と自動車の運転（ガ
ソリン燃焼およびEVの電力消費）に伴う二酸化
炭素排出の削減率を示したものである．傾向とし
ては，図 4の電力自給率と同じとなる．EVは供
給電力がクリーンでなければ二酸化炭素排出が増
えてしまうという課題があるが，屋根上PVとの
カップリングによりEVからの二酸化炭素排出は
ほぼなくすことが可能となる．また，屋根上PV
のみを使った場合に比べ，EVを蓄電池として利
用すると，夜間にも二酸化炭素フリー電力を市内
に供給できる．これにより，地方の都市において
はPV + EVシステムにより 90％以上の二酸化炭
素排出の削減となる．
　図 6は，各都市の一人当たり屋根面積とPVシ

ステムの都市内（自家）消費率を示す．2018 年は
PVの容量が小さいため，高い都市内消費率を示
すが，2030 年に屋根上PVが最大容量まで拡大す
ると，PVのみでは都市内消費率は大きく下落する．
しかし，EVとカップリングすることで，都市内
消費率は 30％近く上昇する．特記すべきは，地
方都市ではPV+EVを活用しても都市内消費率は
50～60％にとどまる．つまり，残り 50～40％の
PV発電は都市内で消費されないことになる．こ
の余剰電力を，給湯や暖房などの熱供給の脱炭素
化に用いることや，水素製造に活用することがで
きる．また，地方都市の余剰電力を東京などエネ
ルギー大消費地に送ることで，地方都市のプラス
の歳入とすることができる．
　最後に，図 7は各都市のエネルギーコストの削

図４ 都市の一人当たり屋根面積と電力自給率（self-sufficiency）（9）．
条件は図 3と同じ．PV + EV は，EVの電力需要も含む
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図５ 都市の一人当たり屋根面積と二酸化炭素排出削減率（9）．
条件は図 3と同じ
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図６ 都市の一人当たり屋根面積と都市内消費率
（self-consumption）（9）．条件は図 3と同じ
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減率を示す．2018 年には，PVのコストが高く最
適PV容量も小さいため，PVシステムによるエ
ネルギーコスト削減率は数％程度である．しか
し，2030 年にはPVシステムのコスト下落により，
PVのみでも 15～20％程度のエネルギーコストの
削減につながる．さらに，PV + EVシステムの
場合，ガソリンコストの削減および夜間の系統電
力使用の削減にもつながるため，大幅なエネルギー
コストの削減につながる．

戸建て住宅における「PV + EV」の役割3

　都市には，住宅街や高層ビル街など，さまざま
な特徴を備えた地域が存在する．これは，屋根上
面積，駐車自動車の数，エネルギー需要の違いと
なり，PV + EVシステムの脱炭素化ポテンシャ
ルに大きく影響する．その特徴を整理すると，住
宅街は比較的小さなエネルギー需要の割に屋根面
積が大きく，自動車の台数も多いため，PV + EV
システムの効果が大きく将来仮想発電所（VPP：
Virtual Power Plant）として活用するポテンシャ
ルが大きい．一方，市中心街はエネルギー需要が
大きいが屋根面積が小さく，駐車される自動車の
台数も少ないため，PV + EVによる電力供給の
役割は限られる．
　また，今後予想されるPV + EVのコストの
下落による，地域ごとのPV + EV脱炭素化ポ
テンシャルの変化は地域によって異なる．図 8
は，PVとEVの脱炭素化ポテンシャルを住宅街
（青線）と市中心街（赤線）で比較したものであ

り，2020 年から 2040 年までの経済指標の時間
変化を示している（10）．屋根上PVと定置蓄電池
（PV + Battery）を設置した場合（破線）と，屋根
上PVとEVを蓄電池（PV + EV）として組み合
わせた場合（実線）も示している．定置蓄電池は，
屋根上PVに追加的な経済性が生じる場合のみ分
析に加えられ，2030 年以前はPVのみのシステム
として計算されている．2030 年後半になってよ
うやく定置蓄電池経済性向上でPVシステムへの
導入となる．
　分析結果を見ると，2020 年はまだPVのコスト
が高いため，経済最適な屋根上PV容量が小さく，
脱炭素化ポテンシャルは低い．特に 2020 年の
PV + EVは，PVとEVの両技術とも高価である
ため，PVのみを設置する場合に比べ，内部収益
率，投資回収期間，エネルギーコスト節約率，が
低い（図 8c, d, g）．ただし，二酸化炭素排出削減
率を見ると，2020 年の時点ですでに，PV + EV
はPVのみに比べて削減率が大幅に高い（図８f）．
特記すべきは，V2Hで屋根上PVをEVに連結す
ることで，経済最適な戸建て屋根上PVの容量が
4～5 kW大きくなることである．これにより，戸
建て住宅において，屋根上PVのみに比べ，EV
を蓄電池として使う価値が飛躍的に高まる．一方，
市中心街では高層ビルが多く，建物の単位体積当
たりの屋根面積が小さい．つまり，屋根上PVに
よって発電された電気は，当該建物によって多く
が消費される．つまり，余剰電力が少ないので，
蓄電システムの果たす役割が小さくなる．これは，
図 8（e）で電力自給率が，市中心街では「PVのみ」
と「PV + EV」において，比較的差が小さいこと
でわかる．また，市中心街では駐車スペースも限
られるため，EVをエネルギー資源として活用す
ることが難しい．
　興味深いのは，PV + EVシステムの経済性
が 2020 年代に急速に伸びることである（図 8（c, 
d, g））．2020 年にはPVのみのシステムのほう
がPV + EVシステムより経済性が高かったの
が，この 10 年間にPV + EVの経済性は急速に改
善し，ほぼすべての指標においてPVのみより経
済性が高くなる（図 8（c, d, g））．その中でも，戸
建て住宅における経済性の高まりが非常に大き
い．2030 年には，戸建て住宅におけるPV + EV
システムの投資回収期間は 6年程度まで減少し，

図７ 都市の一人当たり屋根面積とエネルギーコスト削減率
（cost saving）（9）．条件は図 3と同じ
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エネルギーコストの節約率も 40％近くまで高ま
る．内部収益率は 20％近くになり，その後も上
昇を続ける．一方，二酸化炭素排出削減率は，20
年間ゆっくり上昇する（図 8f）．2030 年に向けて，
PV + EVの普及を進めるためには，少なくとも
2020 年代は補助金などの優遇措置が必要になる．
しかし，2030 年頃には自律的に普及が期待できる．
また，PV + EVにより，安価でいつでも供給可
能な電気が市内で大量に使用可能となれば，都市
内で給湯や暖房などの電化（脱炭素化）を進める
ことも容易になるであろう．

世界の都市におけるSolarEVシティー
の可能性4

　屋根上PVやPV + EVシステムはさまざまな条
件によって，その経済性が変化する．そのため，
世界の都市におけるPV + EVシステムの経済性
を知るには分析を各都市ごとに行う必要がある．

これまで，私たちは世界の研究者らと，SolarEV
シティー構想の共同研究を行ってきた．2022 年
には韓国の研究者と協力して，韓国の都市の研
究結果を発表した．韓国の都市は，日本の都市
に比べ高層ビルが多いため，PV + EVの脱炭素
化ポテンシャルが日本の都市に比べて少ないこ
とがわかった（11）．2023 年には，インドネシアの
研究者と協力し，ジャカルタの分析結果を発表
した．ジャカルタは，低緯度地帯に位置し太陽
の正中高度が一年にわたって高いため，屋根の
角度にかかわらずPVの経済性が高い．また，イ
ンドネシアでは電気料金が日本に比べて安い一
方，PVシステムのコストも安いため，日本と同
様にすでにPVシステムの経済性が成り立ち，今
後，PV + EVにより経済性の高い脱炭素化が可
能になることがわかった（12）．また，中国の深圳（13），
タイのバンコク（14）の分析も行い，PV + EVがど

図８ 住宅街と市中心街におけるPV + EVシステムのコスト下落に伴う今後の脱炭素化ポテンシャルの
推移（2020～2040）（10）．青線：住宅街，赤線：市中心街，実線：PV + EV，破線：屋根上 PV+（蓄電池）．
（a）Self-consumption は都市内消費率，（b）Energy sufficiency はエネルギー充足率，（c）Cost 
saving はエネルギーコスト節約率，（d）IRRは内部収益率，（e）Self-sufficiency は電力自給率，
（f）CO2 emission reduction は二酸化炭素排出削減率，（g）Simple payback period は投資回収期間
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SolarEVシティー構想推進への期待と課題

の国においてもメリットがあることが示された．
しかし，そのメリットの大きさは，都市の形状，
気候，エネルギー価格，その国の経済状況などに
よって異なる．

SolarEVシティー実現に向けた今後の課題5

　SolarEVシティー実現には，EVから都市への
電力供給を可能とするV2HやV2Gシステムの普
及が欠かせない．災害対策としてもPV+EVシス
テムは大きな役割を果たすため，日本では充電
規格であるCHAdeMOを通じてV2Hの普及が進
んでいる．V2Hの課題としては，車が一台しか
ない住宅において通勤などで車を利用する場合，
EVの蓄電機能を使えないことである．V2Hと蓄
電池の併設などもすでに商品化されているが価格
が非常に高価になってしまう．今後，街区レベル
での電力融通および蓄電池・EVバッテリのシェ
アを可能とするビジネスモデルを開発し，配電系
統における負荷を最小限にしつつ余剰電力を街区
レベルで最大限消費することを可能とするシス
テムを構築する必要がある．これにより，EVの
動性の課題が軽減し，PV + EVシステムの普及
がより加速しやすくなる．また，電力ひっ迫時に，
EVバッテリから都市に電力供給を可能とする規

制改革が必要である．これにより，PV + EVシ
ステムを広域で活用できれば，EVオーナーにさ
らなる収入をもたらしPV + EVシステムの普及
につながる．
　世界に目を向けると，現在のところEVのバッ
テリを活用したV2H，V2Gの市場はCHAdeMO
を使う日本に限られている．都市の脱炭素化を世
界的に加速するには，SolarEVシティー構想が世
界で活用されることが期待される．特に，発展途
上国の多い低緯度地帯は太陽光エネルギーに恵ま
れておりPV + EVによる脱炭素化効果が大きく，
経済的メリットを考えてもPV + EVの役割が非
常に大きいと考えられる．ぜひ，日本の自動車メー
カはSolarEVシティー構想をビジネスチャンスと
捉え，日本はもちろん，世界，特に低緯度地帯の
途上国でその活用に取組んでもらいたい．

小端拓郎

フェイス
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